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要 約    

    
 日本企業内の技術移転は 1980 年代までは、研究者（発明者）自らが工場へ出向き、製品化に携わる

やり方、人の配置転換を伴う方法が採られてうまく行われてきました。一方欧米では、研究者（ｻｲｴﾝﾃｨｽ

ﾄ）は身分的に格下の技術者（ｴﾝｼﾞﾆｱ）にはなりたがらず、身分の高い経営者になりたがる。すなわちベ

ンチャー制度によって技術移転が行われてきました。日本でもベンチャー制度を採用してきましたが、日

本の場合は基本的に経営者より大学研究者の地位が高いとされ、中小企業経営者は大学の先生には頭があ

がらず、欧米のベンチャーの仕組みをそのまま採り入れても、技術移転はなかなかうまくいきません。 

 また現在、日本のベンチャーが軌道に乗らない背景に、景気の長期低迷から過去に比べ需要の見通し

が不透明であること、今のベンチャー企業は短期的、隙間産業的性格が多く、長期戦略的な取組に欠けて

いることが挙げられます。長引く不況から、大企業でも基礎研究を大学や公的機関等の外部に求めるよう

になりましたが、本来的に企業は産業に役立つための研究を求めているのに対し、自己の研究の成果を実

用化したい大学の研究とでは現実的に大きなギャップがあります。ＴＬＯもこのギャップを埋められない

のが現状です。企業のニーズと大学のシーズがマッチした時に産学連携が始まりますが、日本型産学連携

にはこのギャップを解決できるシステムを構築することが必要です。 

 

 米国商務省のＡＴＰ（死の谷克服プロジェクト）に見られるように、日本においても、企業側がプロ

ジェクトリーダーとなって大学や国研が参加する仕組みにすること、企業の研究室を使用し大学の他の研

究と混同しないようにすること、大学側の研究者にも経営責任を追わせること、資金調達ルートはＶＣ以

外にも国の資金など幅広く活用すること、などを提言します。また、国家の産業競争力強化のためには、

根幹となる基礎研究は産官学の共同プロジェクトで中長期的に行うこと、開発された新技術を引継ぐ民間

企業の受け皿を確保する上で産業界から人材参加することが重要です。 

 私が携わった工業技術院の産官学連携プロジェクト（JRCAT＝ｱﾄﾑﾃｸﾉﾛｼﾞｰﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ）は、100 人の産

官学からの研究者が筑波に集まり 10 年間かけて行いました。結果として幾つかの優れた成果が得られた

のは勿論ですが、言えることは、単なる共同研究だとか産官学連携ではなく、プロジェクトとして各方面

からの研究者を１ヵ所に集め、議論をしながら一つの方向に向っていくことが、産官学の技術移転の場合

でも必要です。 

 

 一方、ナノテクノロジーですが、用途として、エレクトロニクスデバイス、医療・食料、材料革新、

高度情報通信、バイオ、環境・エネルギー等々、あらゆるところに利用できる技術です。パソコンひとつ

とっても、ディスプレイ、メモリーはナノテクでできています。燃料電池自動車などもトヨタやホンダが

やっていますが環境問題の解決につながるものと期待されています。ナノテクのなかでは、特にカーボン

ナノチューブは平面型ディスプレイの開発などで注目され、また、携帯電話やラップトップＰＣ用電源と

して、アルコールを使った小型燃料電池の開発がメーカーの間で活発となっています。 

 こうした、ナノテクノロジーへの対応として、理化学研究所では、中央研究所（ボトムアップ型基礎

研究）とフロンティア研究システム（トップダウン型基礎研究）が、それぞれの利点を生かすための協力

体制として理研ナノサイエンスプログラムを昨年 12 月に発足させました。この基礎研究の成果を基に理

研サイエンスタウンを中心として産官学の融合実用化プロジェクトを中長期でやっていきたいと考えて

います。 

 



 5

<はじめに> 

 

 本日は、「ナノテクノロジーと技術移

転」をテーマにお話をさせていただきます

が、これは非常に大きなテーマでありまし

て、「ナノテクノロジー」だけでも３時間

はかかるうえに、「技術移転」がまた大変

な話ですので、これらを１時間強にまとめ

るのにどうしたらよいか大変迷いました。 

 お手元に、資料がありますが、時間によ

ってはスキップするかもしれませんので

後でご覧いただければと思います。 

 今日は、私はむしろ、皆様方から「技術

移転はこういうふうにしてもらいたいの

だけれども、どうだろうか」というような

ご意見、ご希望があるのではないかと期待

しています。 

 昨今、「産学共同」ということが盛んに

言われていますが、実際に技術移転となる

と、なかなかうまくいかないのが現状です。 

 そういう共通の認識があって、関係各方

面では躍起になって技術移転を成功させ

ようと非常にご尽力いただいていると思

います。  

 それをうまくいかせるためにはどうし

たらよいかということで、私なりの考えを

申し上げてみたいと思います。 

 私は現在、理化学研究所におりますが、

もともと企業出身で、日立製作所に 30 年

来おりまして、技術移転ではさんざん苦労

しました。それから、その後 10 年間、産

官学の国家プロジェクトを筑波でやりま

して、その後、この理研に呼ばれて来たわ

けです。そういう意味で、技術移転に関し

ては若干の経験と、もっとこうしたほうが

いいのではないかという意見もあります

ので、それを本日皆様方にお話ししますが、

むしろ、それに対する皆様方のご意見を伺

いたい、そういうことでございます。 

 従いまして、ナノテクノロジーの話とい

うのは、あらゆるところにナノテクノロジ

ーが使われていて、その話をし始めるとき

りがないものですから、それはかなり駆け

足で進みまして、まず技術移転の話を中心

にしたいと思います。 

 

<日本と欧米の技術移転のギャップ> 

 

 技術移転はいろいろありますが、私が企

業にいた 1980 年ごろは、日本の企業が大

変調子がよかったころです。日本企業の技

術者がヨーロッパとかアメリカに出張す

ると、必ず聞かれた質問があります。どう

いう質問かというと、「日本の企業という

のはどうしてあんなに技術移転がうまい

のだろう。次から次へと新しい製品が出て

くる。あんなことをヨーロッパやアメリカ

でやろうと思ってもなかなかできない。一

体、その秘密は何か」ということをしつこ

く聞かれました。 

 そのときに考えてみましたが、私も企業

にいて最初に企業の研究所から工場に技

術を移転するというのは非常に難しかっ

たのです。ところが、日本企業はそこでう

まいことを考え出した。つまり、発明をし

た研究者を工場に移すわけです。人の配置

転換をやって、その研究者が工場で立ち上

げの指導をして、製品化まで面倒を見る。

そして、それが終わったらまた研究所に戻

りたい人は戻って来るし、そのまま工場に

残りたい人は残る。そういう人間の配置転

換によって技術移転を行うことを、日本企

業が発明したわけです。 

 最初のころは研究所の労働組合が怒り

まして、「そんなことは不当配転である」

と赤旗を立ててだいぶ闘争をやりました。

1970 年代ぐらいに、日本の各地で闘争が起

こりました。しかしながら、それをクリア

すると、技術というのは人間の頭に中に入

っている。いくら特許だとか、いろいろな
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ノウハウを紙に書いたものを渡しても、そ

れで技術が移転するわけではない。多分、

ここにいらっしゃる皆様はそれを身にし

みて認識していらっしゃるだろうと思い

ます。 

 日本の企業は、そういうふうにしていま

まで技術移転をやってきたわけです。です

から、技術というものは実は形式知、暗黙

知という言葉もございますが、形式知とい

うのは特許だとか書類というものであり、

暗黙知というのは人間の頭の中に入って

いるものを指します。 

 ところが、皆様方は十分ご承知だと思い

ますが、何か報告を出すときには「こうこ

うすればうまくいく」という具合に、うま

くいった報告しか出さないわけです。その

前にはそれの十倍も失敗しているけれど

も、「こうすると失敗するよ」ということ

を一々報告に書いたら、読むほうがこんが

らがって何をしていいかわからないので、

そういうものを省いて、うまくいった話だ

けを書いているのが特許や報告とか、そう

いうものなのです。 

 ですから、そういうもの、つまり、工場

で物をつくり始めると必ずトラブルが起

こるわけでありますから、そのときに「一

体、こういう場合にはどうしたらいいので

すか」と発明者に聞かないとわからない。

発明者も、研究所にいたころは考えてもい

なかったトラブルが起きるものですから、

知恵を総動員してそれに対応する。そうい

う形で製品をつくるということを、日本の

企業は皆やってきているわけです。 

 では、欧米の企業はなぜそういうことが

できないか。私の解釈では、研究者という

のはサイエンティスト、技術者というのは

エンジニアです。欧米においては、サイエ

ンティストとエンジニアというのははっ

きり身分が違います。つまり、サイエンテ

ィスト＝発明した人に対して、「この特許

を持って工場に行って立ち上げてくれな

いか」と言うと、「えっ、私をエンジニア

にするつもりですか」と経営者に聞くわけ

です。「そうだ」と言うと、次の日に辞表

を出して辞めちゃうわけです。「私は別の

ところでもっといい処遇で雇ってくれる

から、こんなところにいません」というわ

けです。ですから、身分が違うのでサイエ

ンティストをエンジニアにすることは欧

米ではまず不可能だと思ったほうがいい

わけです。 

 

<ベンチャー企業> 

 

 これを解決したのが何かというと、ベン

チャーです。ベンチャーというのは、研究

者がエンジニアになることではなくて経

営者になることです。欧米では、身分から

言うと、サイエンティストよりも経営者の

ほうが上なのです。だから、ベンチャーと

いう形で大学の先生も喜んで経営者にな

るわけです。 

 ところが、日本では逆なのです。小さい

企業の経営者は大学教授よりも格は低い

とされています。そういう小企業の経営者

が大学に教えてもらいに行くときは、もみ

手をして「先生、ひとつご教授賜りたい」

という形で皆行っていると思います。だか

ら、そこが欧米と違ったところです。 

 従って、欧米のベンチャーの仕組みをそ

のまま日本に持ち込んではならないと思

います。日本の大学教授は、やはり自分の

身分を離したくない。アメリカ、例えばス

タンフォード大学では、先生の給料は９ヵ

月分しかもらえません。だから、あとの３

ヵ月は自分で稼がなければならない。そう

すると、週に１日は小さい企業の指導に行

って、それで給料をもらってくる。あまり

面倒見が悪いと、「あの先生は面倒見が悪

いからやめた」ということになりますから
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３ヵ月分の給料を稼げなくなります。 

 要するに、自分の家族を養うだけのリス

クをしょっているわけです。それでアメリ

カの先生は一生懸命にやるわけですが、逆

に日本の大学の先生は 12 ヵ月分の給料を

もらっています。だから、本当はベンチャ

ーなどやらなくても、研究費さえ出しても

らえば自分で好きな研究をやっていると

いうのが一番であって、これを何とか事業

に応用しようというのは、「できればいい

けれども、面倒なシリを持ち込んでもらい

たくない」というのが本音です。 

 現在、日本でベンチャー企業がなかなか

軌道に乗らない理由の１つは、これは皆様

のほうが毎日痛感していらっしゃると思

いますが、過去の時代と比べて、需要の見

通しが立て辛く不透明であること。大中企

業などが需要喚起に苦心して次から次へ

といろいろ企画して新製品を出しても、こ

れがなかなか売れないのが現状です。ベン

チャーなら成功するという保証はどこに

も無いわけです。ベンチャー、ベンチャー

と言いますが、ベンチャーというのはそん

なおもしろいものではない。ですから、大

学の先生が研究はおもしろいと思うのと

同じような意味でベンチャーがおもしろ

いだろうと思ったら大間違いです。 

 やはり、ビジネスというのは真剣に取組

まなければいけない。特に短期で利益が見

込めるベンチャービジネスは、言ってみれ

ば隙間産業的なものです。他がどこもやっ

ていないものをちょこちょことやって売

れて、売れ始めてどこかが真似したらすぐ

そこから引いてしまう。そういう商売のや

り方だったらいいですが。だから、製造業

の基幹技術を育成するためには景気動向

に左右されない長期の戦略的取り組みが

どうしても必要です。それは、いまの日本

の大学とベンチャーの連合ではできない

のではないかと思います。 

 現在の状況ですが、バブルのころに競っ

て基礎研究に投資した企業も自社内の基

礎研究を縮小しております。基礎研究所を

閉鎖したところもありますし、基礎研究部

門を縮めたところもあります。そして、研

究のシーズを大学や公的機関に求めるよ

うになった。つまり、新聞などでいうとき

に企業の経営者が、「これからは大学や公

的機関（理化学研究所も含まれると思いま

すが）に基礎研究を期待します」などと言

う。私は、それは嘘だと思います。口で言

うだけで期待などはしていないのです。 

 自社内の基礎研究に期待していたもの

を大学に求める企業と、現在の大学の研究

にはまだ大きなギャップがあります。つま

り、大学や理化学研究所などでやっている

研究をそのまま企業が受け取ってやろう

といっても、ギャップがあり過ぎて移らな

いのです。それを移す努力を一体どうした

らいいかが問題になるわけです。 

 企業と大学のスタンスはどこが違うか

というと、当然のことですが、企業はある

製品を開発するのが目的です。大学は、自

分の研究成果、特に大学の先生は自分の成

果を実用化したいという希望を持ってい

る。そこに食い違いがあるわけです。です

から、企業のニーズと大学のシーズがマッ

チしたときに、企業で「こういうことをや

りたい」。大学の先生が、「じゃあ、おれの

技術を使え」ということでマッチしたとき

に、いわゆる産学連携が始まるのです。 

 でも、必ず途中で、「先生、言ったとお

りにやったけれどもうまくいきません」と

いうことになったときに一体どうなるか。

そうすると、企業としては、スタートして

みたけれどもそう簡単に物になりそうも

ない。止めたいけれども、大学の先生のと

ころに「お願いします」と頼みにいった以

上、「止める」とは非常に言い出しにくい。

先ほども言いましたが、大学の先生のほう
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がランクは上なのです。 

 先生からすると、せっかく自分の研究は

特許も出してあり、それを企業が使って金

を払ってくれるというのに、ここで引き下

がられては困るから、「では、今回のがだ

めなら、こんなものはどうだ。あんなもの

はどうだ」というように、アイディアだけ

は次から次へとたくさん出てきます。しか

し、そういうアイディアはたいてい、二流、

三流のろくでもないものですから、企業と

しては非常に困るわけです。 

 ですから企業としては、ある製品開発を

目的とするなら、開発を担当する企業サイ

ドは代替技術の選択の自由がある。つまり、

Ａ先生に頼んでだめだったらＢ先生に、別

のもっといい技術があるのだったらそれ

を頼みたい。あるいは、Ａ大学でだめだっ

たらＢ大学へ行ってＣ大学に行く。そうい

うことを即座に変更できるような機動性

というか、企業サイドからすると、そうい

うものがないと産学連携などはやっては

いられないというのが現実です。 

 つまり、産学連携を成功させる基本は企

業側、あるいは顧客側が主導権を握って、

場合によってはシーズ側を切り捨てる非

情さが必要です。これは、切り捨てられな

いとだめなのです。情にほだされていつま

でもずるずる続けていくと、多分ろくなこ

とにはならない。ですから、今の大学のＴ

ＬＯとかそういうものは、やはり大学が偉

くて、そこへ企業が「何かいい技術はあり

ませんか」とお願いしに行く。この仕組み

を変えないと、日本では産学連携というも

のはいつまでたってもうまくいかないと

いうのが私の考えです。 

 もう１つは、大学発のベンチャーの問題

点です。大学の本来の目的は教育と研究で

す。大学教授がベンチャーまで抱え込むの

はある意味では好ましくない。というのは、

例えば、皆さんは大学生の息子さんや娘さ

んを持っていて、その先生がベンチャーに

うつつを抜かして学校に出て来るのは１

週間に 1 回出てくればいいほうだとか、１

ヵ月に何回顔を見るのかという程度の先

生であれば、授業料をせっかく払っている

のにそんなことをやってもらいたくない、

というのが親としての本心です。やはり、

研究も教育もきちんとやって、それで余裕

があったら、ベンチャーをやるのは大いに

結構でしょう。 

 ところが、ベンチャーも企業である以上、

片手間仕事では済まない場合があります。

ですから、浜松ホトニクスの晝馬社長が

「大学の先生が片手間でベンチャーなど

ができるわけがない」とおっしゃいますが、

私も賛成です。大学の先生にベンチャーが

できないというのではなくて、そういうビ

ジネスをやるのであれば 24 時間おやりな

さいということ。例えば、夜中にお客さん

から「ちょっとトラブルが起きた」と電話

があったら、すぐ飛び出して行くような仕

事をしてくださいということです。これは

皆さん企業を経営していらっしゃいます

から、それはそうだと思われるでしょう。 

 ところが、大学の先生や研究者がベンチ

ャーなどをやると、例えば、お客さんから

「トラブルが起こった」と電話がかかって

くると、「いやあ、明日からちょっとアメ

リカの学会で座長をやらなければならな

いので、出張してしまうので１週間はいな

いんだけどね」という返事が来る。そうす

ると、お客さんは別にその研究者が座長を

やろうが何しようが全然関係ないわけで

す、ビジネスには関係のない話です。だか

ら、すぐ来てくれないような商売だったら

もう明日からお断りだという気持ちにな

り、そこのギャップがあります。結局、大

学教授に教育、研究、社会貢献の三足のわ

らじを履くことを期待しても、それはでき

ないとは申しませんが、極めて限られて一
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般的には無理だと思います。 

 日本の産学連携を絵に描いてみますと

（上図）、企業があって、大学があって、

１つの研究室があって、その間をＴＬＯが

取り持っている。ここで教育を大学でやっ

て、研究をＴＬＯに持って行って連携をす

るというような、こういう仕組みが一般的

です。最近では包括的な協力や連携が出て

きておりますが、基本的な形はこれです。 

 それで、問題の解決ですが、産業に役立

つ基礎研究を期待する企業と、自分の研究

を産業に役立ててほしいという大学には

大きなギャップがあります。ですから、こ

のギャップを埋め切れないのが現在のＴ

ＬＯです。これは、かつて日本企業の基礎

研究部門が生産部門から受けた苦渋と同

質と言えます。つまり、技術移転はうまく

いかないのがあたりまえであって、悪戦苦

闘を克服したものだけが栄光を勝ち取る。

これは、私が企業の研究所にいて体験した

ことです。 

 新しい技術を全然関係のないところへ

移して、それを製品にして立ち上げるとい

うようなことは、まずできません。  

 それを実現するには、やはり研究側、つ

まり発明側と、物をつくって製品にする側

が一体になって死に物狂いで立ち上げな

いと、新しい製品というものは立ち上がら

ず、世に出ません。ですから、日本型の産

学連携を成功させるためには、この仕組み

を解決できるシステムを構築することが

どうしても必要だと思っています。 

 

<アメリカの事情> 

 

 下図は、最近では有名となりました「死

の谷」の絵ですが、これはアメリカ商務省

の Ｎ Ｉ Ｓ Ｔ （ National Institute of 

Standards and Technology：標準技術研究

所）でやっていることです。 

 縦軸は、お金が得られるかどうかを、横

軸は時間（段階）を表しています。 

 基礎研究の段階では資金は確保されて

大　　　学

企　　　業

　　　　　　

連携

研究

教育

A研究室
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B研究室 C研究室

連携

研究

教育

D研究室

　　　　　

連携

研究

教育

E研究室

日本の産学連携
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います。ところが、これからスケールを拡

大し事業を立ち上げたいという時には、ど

こもお金を出してくれない。ベンチャーキ

ャピタルやエンジェルがありますが、なか

なか技術を認めてくれないと、お金がなく

なって事業がなかなか立ち上がらないわ

けです。そこで、政府がお金を出しましょ

うというのが「死の谷」の局面支援です。

その仕組みをＡＴＰ（ Advanced Technology 

Program）と呼んでおります。 

 これは、クリントン政権で始めたやり方

です。私は驚きましたが、このお金を出す

仕組みが、「政府がお金を出します」と言

うと、日本では企業１社だけに出すのは難

しく、２～３社集まったところでお金を出

すという具合であるのに対し、アメリカで

は企業１社に対してもお金が出るのです。  

 この予算が年間、日本円にして約 200 億

円（ＮＩＳＴ予算の約４分の１）です。Ｎ

ＩＳＴの予算が年間 800 億円。年間 800 億

円の予算というと、理研全体の予算と大体

同じぐらいです。それの何と４分の１を、

「死の谷」の克服分にお金を出してくれる

わけです。200 億円です。それを 10 年間や

っています。 

 ですから、既にＮＩＳＴでは日本円にし

て2,000億円ぐらいのお金を大学や国立研

究所でできたアイディアを企業化すると

ころに使っているわけです。その場合に、

プロジェクトリーダーは誰がやるかとい

と、企業がプロジェクトリーダーとなって、

そこに大学の研究者や国研の研究者が加

わってビジネスを立ち上げるというやり

かたです。それで、国の補助金が 50％、企

業側の負担は 50％となります。 

 過去の認可プロジェクトを見ると、数に

して７割が単独企業です。つまり、１社が

手を挙げて「どこどこの大学とやりたい」

と言うと、審査をしてそれにお金を出しま

すが、そのうち全体の７割が、単独企業の

提案にお金を出しています。 

 聞いた話ですが、これはアメリカでも、

特にブッシュ政権になってから共和党に

は評判が悪いらしい。というのは、「単独

企業に政府が金を出すなどはもってのほ

かだ。この予算は削ろう」という議論がア

メリカであったのです。ところが、つい最

近、「年間 200 億円の予算をそのままブッ

シュ政権でも続ける」という新聞記事を見

ました。やはりアメリカでも大学や国研等

の技術・アイディアを企業化するには、こ

のくらいは続けなければまずいのだとい

う判断になっているのです。 

 

<日本型大学ベンチャーへの提言> 

 

 日本型大学ベンチャーへの提言として、

まず第１に、原則としてプロジェクトリー

ダーは企業が担当するということです。す

なわち、企業が「こういう製品をつくりた

い」そして「買ってくれるお客さんも知っ

ている」というような判断は、大学や理研

のようなところの研究者にはまずできな

いのです。お客さんと直接接触していない

し、売り方もわからないので、どういう製

品が商売になるかということもわからな

いと思います。そのイニシアティブをとる

のは企業でなくてはならないから企業が

プロジェクトリーダーとなるべきです。 

 第２として、研究場所は教授の研究室で

はなくて、できれば企業研究室を使用する

ことです。大学の研究と混同するといけな

いので、大学の研究室とは別のところがい

いのです。 

 第３は、教授側にストックオプションな

どの利益を認める場合に経営責任の一部

を担わせるべきです。 

 第４に、経営責任などは負いたくないと

いう場合は、単なる共同研究となります。 

 最後に、ベンチャーキャピタル以外に国
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の競争的資金も充てることです。 

 

<国の産業競争力強化> 

 

 ここで、国の産業競争力の強化という点

に触れると、ベンチャーは短期的に、すぐ

にビジネスになるようなもの、すなわち、

通常では３年以内に製品化が、長くても５

年以内には、何か利益が出てくるような形

にしないと経営的に厳しくなるというこ

とが挙げられます。  

 ところが、長期的な開発を必要とするよ

うな場合はとてもそんなことを言ってい

られません。５年、10 年かかるものはざら

にあるわけです。ですから、国の産業競争

力強化のためにはベンチャーも大事だけ

れども、従来、大企業でやっていたような、

そういう非常に息の長い研究もどこかで

支えていかなければならない。そういう何

本もの研究開発を同時並行的に進めてい

かないとベンチャーだけではなく、日本の

国が危なくなる。ですから、これは中長期

的にやらなければならないわけです。 

 先ほど「産業界は基礎研究を削った」と

言いましたが、「大学と国の研究所に基礎

研究をお任せします。産業界は儲けること

だけやりますから、やってください」と言

うと、じゃあ、新しい技術ができたときに

誰が引き受けるのかということです。引き

受け手がなくなってしまうのです。つまり、

かなりレベルが近いところまで企業の研

究、技術レベルが上がっていないと受けら

れないということになりますから、やはり

人材育成の面からも、こういったプロジェ

クトに産業界が参加するのは重要だと思

います。 

 ここからは少し具体的な話になります

が、このＪＲＣＡＴ（ Joint Research 

Center for Atom Technology）というのは、

私が筑波で産官学の共同プロジェクト、基

礎研究プロジェクトをやった「原子・分子

極限操作技術」の研究です。これは工業技

術院のプロジェクトで、約 100 人の研究者

を集めて 10 年間で 250 億円のお金を使っ

てきました。筑波の産業技術総合研究所に

約 100 名の研究者を集まりました。 

 そのときの研究者の構成が企業から 28

名、国研から 22 名、大学の先生が３名で

すが、いろいろ学生なども入って来ていま

す。それから、ポスドク（博士課程を修了

した研究者）が 40 人と非常に多く、全体

の半分に近いおもしろい構成です。 

 ポスドクというのは非常に優秀で、よく

働きます。ここでやってびっくりしました。

ところが、企業の方はポスドクには全然興

味がないのです。ポスドクも企業に興味が

ない。これが日本の大きな問題です。非常

に優秀だけれども、ポスドクの人は何を考

えているかというと、将来、自分は大学の

教授になるか国研の研究者になるかとい

うことを考えている。企業に行くことを考

えているポスドクの研究者というのはほ

とんどいない。逆に、企業からするとドク

ターでも持て余しているのにポスドクな

どに来られてはどうやって対応したらい

いかわからないということで、非常にこれ

はミスマッチが多いです。 
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 ポスドク１万人計画というので、日本の

国ではどんどんポスドクを生産していま

すが、みんな行き場所がないのです。いま

非常に優秀な研究者の失業者を大量生産

しているのが現在の日本の科学技術政策

です。これは、科学技術政策がポスドクの

出口をつくらなかったのは大きな間違い

ではないかと思っています。 

 アトムテクノロジープロジェクトの詳

しい話をするつもりはありませんが、要す

るに、極限状態でアトムを、原子や分子を

動かして操作するというプロジェクトを

10 年間やったのですが、実はこれが始まっ

たのが 1992 年です。始まって２～３年た

って、私はアメリカの学会に行きました。

その時、米国ＮＳＦ（National Science 

Foundation：国立科学財団）へ行った時に、

私の相手をしてくれた人がマイク・ロコさ

んという人で、ロコさんが「日本のプロジ

ェクトの話を聞きたい」と言うので、アト

ムテクノロジープロジェクトの話を１時

間ぐらいしたわけです。そしたら、15 人ぐ

らいの方が話を聞いてくれました。 

 日本に帰って来て２～３年後に、ロコさ

んを団長とするナノテクノロジーの世界

的な調査団が日本にやってまいりました。

我々のプロジェクトや、日本の大学全部を

調べ、それからヨーロッパの技術を調べて、

部厚い調査報告書をつくりました。そして、

そのマイク・ロコさんの報告を基礎にして、

2000 年１月にクリントン大統領はＮＮＩ

(National Nanotechnology Initiative）

という計画を出しました。つまり、アメリ

カの産業競争力を強化するためには、ナノ

テクノロジーがこれから非常に重要であ

り、ナノテクに関する予算を倍増する、と

いうものです。その基礎になったのは、マ

イク・ロコさんが団長になって書いたこの

調査報告書でありまして、それに火をつけ

たのが日本のプロジェクトだと思ってお

ります。 

 それからもう１つ、このプロジェクトか

らナショナルプロジェクト、工業技術院の

プロジェクトから、ベンチャーが１つでき

ました。オリンパスから来た岡田孝夫さん

という方がこのプロジェクトに参加して

リーダーをやったのですが、そのリーダー

をやっている間にオリンパスを定年にな

ってしまったのです。岡田さんがどうしよ

うかと考えておられたので、「岡田さん、

せっかくここまでやったのだったらベン

チャーをやったら？ 紹介するよ」と言っ

て。それで、筑波の中小企業の集まりだっ

たわけですが、お金を出してくれるところ

を紹介しました。それで、岡田さんが２年

ぐらい苦労してベンチャーで立ち上げた

のが、株式会社 生体分子計測研究所です。 

 立ち上がりまして、ついこの間も岡田さ

んは私のところへ来ましたが、あと２年ぐ

らいで上場したいと言うわけです。非常に

いいベンチャー、しかもハイテクベンチャ

ーに育った。ということは、やはり優秀な

技術者が本気でやればベンチャーという

のは立ち上がるわけです。今、本気で立ち

上がる仕組みになっていないのが問題で

す。ですから、私は大学の先生などにやっ

てもらいたくないというのはそこです。本

気になって、もし自分にそういうビジネス

の経験がなければ経営者と組んでそれを

立ち上げる。そういう仕組みがどうしても

必要だろうと思います。 

 いまのアトムテクノロジープロジェク

トですが、これは昨年終わりました。10 年

プロジェクトで、私は前半の６年間だけや

って、あとは理研に呼ばれて来てしまった

のですが。その評価がありまして、５点満

点です。５点満点で、事業の目的、政策位

置づけ、研究開発目標とか、研究開発、事

業体制、運営の妥当性とか。これで、総合

評価 4.21 点。100 点満点でいうと 84 点で
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すか、これはまあまあだと思いますが、特

に高かったのがこれです。事業体制、運営

の妥当性4.71というのは２倍すると94点

で、これはこれまでの工業技術院のプロジ

ェクトでは多分トップの評価を得ており

ます。 

 これは非常に意外でしたが、なぜこれが

こんなに高い評価を得たかというと、やは

り産官学の人間を１ヵ所に集めた。そして、

秘密なしにして話し合って議論をしなが

ら進めてきた。そして、幾つかの非常にす

ぐれた成果を出してベンチャーまで途中

で立ち上げている。そのあたりが評価され

たのだと思っています。 

 プロジェクト全体を振りかえってみま

すと、集中研究体制とか研究成果の面では

大よそ成功だったと思います。それから、

プロジェクト遂行中にベンチャー、生体分

子計測研究所が一社設立されたことは特

筆するべきかもしれませんが、全体として

成果の産業応用の道筋が明確にされてい

なかったことが反省点です。 

 つまり、あのような基礎研究プロジェク

トをやって成果は出しましたが、それを将

来どういう形で産業に結びつけていくか

という道筋が最初からあまり明確でなか

った。だから、ベンチャーをつくってみた

けれども、もうちょっと組織的にそれを産

業技術にトランスファーする仕組みが必

要ではなかったかと反省しております。 

 ここで、私がお勧めしたいのは、やはり

技術移転というのはプロジェクトです。プ

ロジェクトにしないで、共同研究とか、単

なる産学連携とか、時々やって来て「こん

にちは」という、そういうやり方では何か

うまくいきません。プロジェクトにすると

何が良いかというと、最初にプロジェクト

に批判的であったメンバーにも一体感を

持たせて、一蓮托生にしてしまうと効果が

あるわけです。 

 ＮＨＫの人気番組で「プロジェクトＸ」

というのがありますが、あれは最初にだれ

かが「こういうことをやろう」と言っても、

「そんなことを言ったってできるわけが

ないじゃないか」とか、そういうことを言

う人が必ずいるのです。ところが、不思議

なもので、私もプロジェクトを幾つかもや

りましたが、初めにそういう批判的だった

人を全部くわえ込んでしまって分担を任

せて、「あなたはこうですよ」と言ってや

っているうちに、やはり３ヵ月とか半年ぐ

らいたってくると、その人の目の色が変わ

ってくるのです。「これは何かやらなけれ

ばいけない、乗りかかった船だ」という。

人間がそういうふうにならないと、プロジ

ェクトというのは成功しないのです。 

 ですから、これは産学官の技術移転の場

合でも、やはりプロジェクトというのは積

極的に活用すべきだと思います。大学とか

国研の関係者には企業との共同研究、研究

プロジェクトの経験の少ない人も多いで

す。やはり、技術の産業化のよい体験の場

になる。企業の研究所にいても、事業部の

ほうに技術移転をすると研究所の人間は

そこでパッと目からうろこが落ちるとい

うか、頭を殴られるというか、非常にショ

ックを受けるのです。 

自分たちが毎日毎日やってみて間違い

はなかったというのものが、工場へ持って

行くと「これはできませんよ」と言われる

のです。「こんなにトラブルが出てきてだ

めですよ」、「そんなはずはないが……」と

言うけれども、何が悪いかというと研究所

ではこういう小さいサイズで物をつくっ

ている。それで 100 ％うまくいくようなつ

もりでいたけれども、大きくスケールアッ

プしたり、いろいろなところから材料を買

ってきてやったりすると、必ずそれが原因

でトラブルが起こる。 

そういうトラブルの体験をすると、やは
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り企業の研究者、あるいは国研の研究者、

大学の先生も、そこで、「これはちょっと

見通しが甘かった」と反省をするわけです。

ですから、やはり産業に応用するというの

はこんなに大変なものだということをわ

かってもらうためにも、やはりプロジェク

トで、言葉は悪いですが、首に縄をつけて

来てもらわないとうまくいかないのです。 

 

<ナノテクノロジー> 

 

 ナノテクノロジーの話をしなければい

けませんが、あまり時間もありませんので、

この絵だけ眺めておいてください。ナノテ

クノロジーというのは何に使えるかとい

うと、エレクトロニクスのデバイス、単一

電子トランジスタとか、単一電子メモリと

か、面発光レーザー等々。よく、「ナノテ

クとは何ですか」と聞かれると、これはナ

ノテクの塊です。 

これはコンピュータですが、ソニーのバ

イオの一番小さいものです。このディスプ

レイはナノテクでできています。この中の

メモリもナノテクでできています。それか

ら、このごろはメモリの容量が膨大な量に

なりまして、私はハードディスクを 40 ギ

ガバイトのものをしょっちゅう鞄に入れ

て持って歩く。私がこれまで書いた原稿、

きょうの講演のパワーポイントも全部そ

こに入っています。まだ１ギガバイトちょ

っとしか使っていませんが、よその人に書

いた手紙とか何かは 40 ギガバイトのハー

ドディスクにあります。それを忘れなけれ

ば、世界じゅうどこへ行っても、一応自分

の書いたものはすぐにコンピュータで読

める。そういう仕組みにしてあります。ま

だどんどん、磁気メモリは容量がふえてい

ますから。そういう形で、そういったエレ

クトロニックデバイスがあります。 

 それから、医療や食料品、高濃度の診断

技術や医療機器とか、人工的な骨格とか、

農業では遺伝子農業とか、材料革新でカー

ボンナノチューブとか。これはちょっと後

でお話ししますが。それから、高度情報通
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信、量子コンピュータとか平面ディスプレ

イ、それから、バイオテクとしてバイオチ

ップとか細胞工学、タンパク質工学とかＤ

ＮＡ工学、それから、環境エネルギーとし

て超伝導送電。それから、燃料電池の自動

車。最近、トヨタさんやホンダさんが燃料

電池の水素の自動車を出しまして、あれを

アメリカと日本の政府が買ったと大変自

慢していらっしゃいますが、まだあれは１

台１億円ぐらいします。我々の手に入るの

に何年かかるか、ちょっとわかりませんが。

いずれにしても、将来いま現在のガソリン

の自動車が水素の燃料電池自動車に置き

かわると、環境問題の解決にも非常に役に

立つということになっているわけです。 

 それでナノの大きさはというと、左下の

絵は『ニュートン』という雑誌にあったも

のですが、ナノの大きさはどのぐらいか。

このかわいらしいお嬢ちゃんの身長が１

メートルです。その 10 分の１だと、この

手の平ぐらいの大きさです。これが 10 セ 

 

  出典：「ニュートン」 

ンチです。そのまた 10 分の１は１センチ

だと、手の平の産毛が見えます。そのまた

10 分の１、これが 10 センチ、１センチ、

これは１ミリです。それから、さらに 10

分の１だとこういう細胞が見えてきます。

それからさらに 10 分の１だと、染色体が

見えます。 

ですから、これが 10 のマイナス一乗、

二乗、三乗、四乗、五乗、10 のマイナス五

乗メートルということは10ミクロンです。

そのさらに 10 分の１だと、この染色体が

右下の絵のように見えます。それのさらに

10 分の１だと、この構造が何かこんなふう

に出てきますね。それがさらに 10 分の１

の大きさで、そうするとＤＮＡの二重螺旋

が見えてきます。そしてさらに 10 分の１

だと、ＤＮＡをつくっている分子が見えて

くる。これが１ナノです。10 のマイナス９

乗メートルです。つまり、原子一個一個、

分子一個一個が見えてそれを動かすこと

ができるような、そういう技術がナノテク

ノロジーです。 
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 そう言うと非常に難しそうに見えます

が、薄い膜の技術ではナノというのは昔か

ら簡単に実現できていたわけです。いろい

ろなコーティングに使いますが、あれは本

当にナノのオーダーでやります。ナノが最

近新聞に出たのは、化粧品にナノ粒子を使

うのです。化粧品をナノのオーダーの非常

に細かい粒子にすると非常に乗りがいい

とか、見た目がいいとか、そういうことが

出てくるようです。そういうことで、既に

ナノの材料は実際に使われております。 

 ナノがこんなに脚光を浴びてきたのは、

１つはナノの大きさを見る技術ができた

わけです。それを、走査トンネル顕微鏡と

いう新しいタイプの顕微鏡で見ます。この

針で試料の表面をなぞって凸凹を見ると

いう新しいタイプの顕微鏡です。これは電

子顕微鏡ですが、電子顕微鏡でないと原子

などは見えないだろうと思っていたのが、

実は針で結晶の表面をなぞるだけで原子

が一個一個見えてしまう。それは、スイス 

ＩＢＭのチューリッヒ研究所でローラー 

  出典：「ニュートン」 

先生ら２人の研究者が発明してノーベル

賞をもらった研究ですが、これは非常にお

もしろい研究であります。 

 つまり、非常に尖らせた細い針を試料の

表面に近づけて、そしてその間に電流を流

すと、下の凹凸に非常に敏感ですから、そ

れでこれを動かしていると下の凹凸がそ

のまま見える。場合によっては、その針を

使って原子をその表面から引き抜くこと

ができる。そのローラー先生がおもしろい

例えをしました。 

 この針、原子の大きさ１個をピンポン玉

とする。そうすると、ものすごく細く尖ら

せたタングステンの針はスイスのマッタ

ーホルンだというのです。確かに計算して

みると、このピンポン玉は直径が３センチ

だとして、マッターホルンの山頂が 30 メ

ートルだったとすると大体そのぐらいの

大きさになります。ですから、この絵は簡

単に書いてありますが、これは全くうその

話で、ピンポン球１個を、マッターホルン

の山を逆さまにして吊り上げるという技 
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術です。そんなことができるはずがないと

思われるかもしれませんが、実際にできて

いるから仕方がないです。そういう技術で、

現在、原子を吊り上げて動かしたりしてい

る。それが、ナノテクノロジーの最先端で

す。 

 右上の絵は、その技術によって出たシリ

コンの結晶の表面です。この白いのはシリ

コンの原子です。シリコン結晶の表面から

見ると、原子がこんなふうに規則正しく並

んでいます。真ん中の絵は先ほどご紹介し

たＪＲＣＡＴの岡田さんのグループでや

ったＤＮＡの断片を見たところです。ＤＮ

Ａの断片がこんなふうに、詳しいことは申

しませんが、これでＤＮＡの塩基配列とか

特定の部分にタンパクでくっつくような、

そういう病気の診断などに使われていま

す。 

 あと、カーボンナノチューブというのは

皆さんお聞きになったことがあると思い

ますが、1991 年に、いまＮＥＣの筑波研究

所におられる飯島澄男さんが発見された、

すすの中からカーボンで細いチューブが

できます。一番下の絵がコンピュータでつ

くり出した図形ですが、ちょうどこういう

角にある点々がカーボンだとすると、この

直径がナノのオーダーです。10 ナノとか

20 ナノとかナノオーダーなので、これをカ

ーボンナノチューブというわけです。これ

がカーボンでありながら非常に機械的に

強いとか、ダイヤモンドのように異様に腰

が強いとか、おもしろい電気的な性質があ

るということで注目されております。こう

いう太さが違うと、半導体になったり金属

になったりする。 

 それから次ページの上の絵は、ノリタケ

（伊勢電子）というところで開発したもの

で、いまのカーボンナノチューブに電界を

かけて、それを電界で加速して、ここに蛍

光体が塗ってありますが、蛍光体に当てる    
（NEC ｳｪﾌﾞｻｲﾄより） 

 



 18

とフラッシュランプになります。皆さんは 

多分、投射型のブラウン管の大型ディスプ

レイを裏側から覗いた方がいらっしゃる

かもしれませんが、ブラウン管の中にギラ

ギラ光っているものがありますね。そうい

うギラギラ光る赤のブラウン管とかグリ

ーンのブラウン管とか、あるいはブルーの

ブラウン管がギラギラ光って、それをレン

ズで投影してテレビになっているわけで

すが、それと同じです。そういうふうに電

子を出して、加速してぶつけるわけです。 

 だから、こういう構造を平面に並べると

ディスプレイになるわけです。ノリタケ

（伊勢電子）は既に 40 インチ、それから

韓国のサムソン（三星電子）もやはり 40

インチぐらいのものを試作しております。

ここにもありますが、プラズマテレビが非

常に人気が高くて、値段は結構高いのです

が売れております。将来、あれがこのカー

ボンナノチューブを使った平面型のブラ

ウン管に３年後か５年後か知りませんが

置きかわる可能性も出てきました。  

 上の図が、その構造です。コントロール

グリッドの中にカーボンナノチューブを

塗っておいて、高い電圧をかけて電子を引

っ張り出して矢印の部分にぶつけるわけ

ですね。それで、この蛍光体を光らせる。 

 それから、もう１ついま注目を浴びてい

るのが右下のような燃料電池です。燃料電

池というのは自動車に使うと非常に高い

のですが、家庭用の燃料電池もありますが、

あれはコストが非常に大きな問題です。と

ころが、いま電気メーカー各社が必死にな

って開発しているのは、携帯電話とか、こ

ういうラップトップのコンピュータに使

う電池、これをアルコールの燃料電池でや

ろうということです。携帯電話も途中で話

しているうちに電池がなくなってしまう

とか、一番困るのはこういうノートパソコ

ンを持って飛行機に乗ってアメリカに行 

（ノリタケｳｪﾌﾞｻｲﾄより） 

く途中でいろいろな報告などを書いてい 

ると電池が切れてしまって使えなくなる。 

それを、一々充電する予備を持って行くと

非常に重たくてかなわないので、これを燃

料電池に置きかえようということを現在

電気メーカー各社でやっています。こうい

う燃料電池をつくってやると、通常の電池

に置きかえることもできる。そして燃料電

池が使えなくなったら、アルコールのカー

トリッジを、ちょうど万年筆にインクのカ

ートリッジがあるように、ああいうもので

ポンと入れかえてやるとまた５時間とか

６時間とか使える。将来そういうふうにな

るだろう。そうすると、飛行機の中でパソ

コンを使っても電池切れを心配しなくて

もいい。そういう時代が来るのではないか。 

 問題は、そのアルコールは飛行機の中に

持ち込めないらしいです。非常に規制があ

って持ち込めないので、どのぐらいまで薄 

   （NEC ｳｪﾌﾞｻｲﾄより） 
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めたら持ち込めるようになるか大分苦労

をしている話も聞いております。 

 ここでＮＥＣが扱っているのは、カーボ

ンナノチューブではなくてカーボンナノ

ホーン（下図）です。要するに、牛の角み

たいな格好をしたカーボンです。ここに、

燃料電池の触媒としては白金を使えばい

いのです。白金を分散させると、カーボン

ナノホーンに分散させているのは、小さい

黒い点がご覧になれると思いますが、これ

が白金です。これで非常に細かい白金が分

散しますので表面積が稼げて、白金の量が

少なくて済む。ところが、従来のアセチレ

ンブラックみたいなところに分散させる

と、こんなになって白金が固まってしまう

のであまりよく分散しない。そういうこと

で、ＮＥＣは「これが非常に性能がいいの

だ」ということで宣伝しているわけです。 

 

【カーボンナノホーン】 

【白金触媒（黒い部分）の分散状態の比較】 

 

（NEC ｳｪﾌﾞｻｲﾄより） 

 

<理化学研究所について> 

 

 最後にちょっと理研の話をしておきま

す。理研はこの和光本所の他に、横浜に研

究所やセンターがたくさんできました。ゲ

ノム、植物科学、遺伝子多型、免疫・アレ

ルギー科学。神戸につい最近、発生・再生

科学総合研究センターなどができました。

こういうふうにして、いろいろなところに

分散しておりますが、この和光本所にある

のは中央研究所、昔から理研と呼ばれてい

る中央研究所と、私がいま属しているフロ

ンティア研究システム。それから、脳科学

総合研究センターです。本館との間に非常

に高い建物があります。それから、物づく

りのプログラムとか、そういうものがあり

ます。 

 人数ですが、中央研究所は事務の人を含

めて 670 名ぐらいです。ですから、研究者

は 500 数十名ぐらいです。そのほかに、こ

のフロンティアシステムとか、脳センター

とか、ゲノムセンターとか、これは全部任

期制です。このセンターのテーマは全部時

限プロジェクトで、そこに任期制の研究者

を任期で世界じゅうから探してくる仕組

みになっています。これが何と 2,000 人ぐ

らいです。フロンティアもご多分に漏れず

任期制のプロジェクトで、私自身も１年ご

との契約です。 

 平成 14 年度の予算が書いてあるのは、

平成 15 年度の予算がちょっと変則であり



 20

まして、理研はこの 10 月から、いまは特

殊法人ですが、非常に評判の悪い特殊法人

ですが独立行政法人化される。したがって、

今年の予算が少し変則なので、定常的な値

を見ていただくにはこれがいいかと思っ

て昨年度の予算が書いてあります。先ほど

言いましたように、総額で約 800 億円。脳

科学とか、フロンティアとか、ゲノムとか。

中央研究所は約 500 人の研究者、研究セン

ターは 1,500 人、フロンティアが 200 人ぐ

らいです。２万 2,000 人弱ぐらい。そのほ

かにもいろいろ、短期で来られる客員など

もおられます。 

こういうことで運営されていますが、中央

研究所というのは、先ほど言いましたよう

に終身雇用の研究者が主体であります。最 

近は任期制も入っていますが。それから、

このフロンティアという私のいるところ

は全員任期制で時限プロジェクトである。

ですから、運営が全然違います。つまり、

給料のシステムから何から全部違う。です

から、これまでは水と油のようなものでな

かなか一緒にならなかったのですが、それ

ではまずいということで、中央研究所の特

徴とフロンティア研究システムの特徴を

一緒にしてナノサイエンスプログラムを

昨年の 12 月にスタートいたしました。 

 この建物がナノサイエンスプログラム

用の実験棟でありまして、３月末に完成い

たしまして４月から実際に使い始めてお

ります。この後に多分ご覧いただきますが、

まだまだ装置が入っておりません。この秋

には大分いっぱいになるだろうと思いま

す。やっと動き始めたばかりです。 

 フロンティア研究システムというもの

は何かというと、1986 年にできましたから

15 年以上前です。それまで理化学研究所と

いうのは主任研究員システムといって、大

学の研究室のように主任研究員という教

授格の研究員がいて、そこに１グループず

つあって、それぞれがほとんど独立に研究

してきたというやり方をしてまいりまし

た。ところが、それでは新しく世界で立ち

上がってきたテーマに機動的に対応する
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のは難しいだろう。何か新しい学際的なと

いうか、分野を横断するような新しいテー

マに対応できるようにつくられたのがこ

のフロンティア研究システムです。 

 実は、脳の研究などは、脳は物理か化学

か生物というのはあまりはっきりしてい

ないです。まあ、一般的には生物ですが、

そうかといって脳型コンピュータなどが

あります。そうすると、あれはエレクトロ

ニクスでもあるし。だから、そういう脳の

研究を全部集めてプロジェクトをしたの

が、もともとはフロンティア研究システム

から始まったのです。 

 この間までセンター長をやっておられ

た伊藤正男先生が、フロンティアで９年間

そのグループを大きくして、そして新しい

建物を建てて移って３年目か４年目ぐら

いになります。そのぐらいの割と新しいセ

ンターですが、既に 500 人を超えるセンタ

ーになっております。ということは、理研

本体よりも大きくなってしまったのです。

しかも、あれは全部任期制です。 

 それでナノに関しては、これも飛ばしま

すが、中央研究所でもナノの研究が幾つか

ありまして、フロンティア研究システムで

はスタートの時点からフロンティアマテ

リアル研究というものと、生体ホメオタシ

ス研究というのがありまして、それが 1999

年に第２期に切り替わりました。こういう

ふうに長く続いているわけですが、とにか

く、この中央研究所のナノとフロンティア

のナノを一緒にして新しいプログラムに

しようというのがナノサイエンスプログ

ラムです。 

 これはどういう考え方かというと、中央

研究所というものはボトムアップの基礎

研究です。つまり、研究者個人の発想を大

事にして、そしてその発想を伸ばしていっ

て研究していこう。フロンティアというの

は、先ほど言いましたようにトップダウン

です。つまり、プロジェクトですからこう

いう目的に向かってこれをやろうという

ことで人を集めてやる。そういうやり方で

す。これとこれとが一緒になって、という

のは、完全に一緒にするのではなくてお互

いの特長を生かした協力体制で理研ナノ

サイエンスプログラムを作る。 

 そして、基礎研究の成果を、この辺の建

物がここにいま３つ並んでいますが、この

辺を理研サイエンスタウンと呼んでいま

す。これは産官学の融合実用化プロジェク

トをここで拡大していきたいというのが

私の願いです。これは、大学や企業が協力

をしてこういうものを育てていきたい。そ

してサイエンスタウンを中心にして、ここ

にいろいろな会社のラボとかベンチャー

が何社かある。産業界、公的研究機関、大

学とか、そういうところとネットワークを

組みながら進めていきたいということで

す。 

 今日のお話の基調は、要するに、プロジ

ェクトをうまく使いましょう。日本人とい

うのは、まあ一匹狼も大変結構ですが、プ

ロジェクトが非常に好きでありまして特

異な才能を発揮します。だから、基礎研究

も、私は筑波でやってみて「やはりこれも

プロジェクトでやるといいな」という感じ

がしています。ですから、非常に基礎研究

にすぐれた人をリーダーにして、そこへ産

官学の研究者が集まってプロジェクトを

やる。 

 だんだん実用化になり、マーケット等に

なってくると、これはやはり企業が中心に

なる。これはむしろ、企業の営業部門が中

心になる。それでプロジェクトをやってマ

ーケットを開拓していく。特に新しい技術

というのは、新しければ新しいほど大体世

の中は受け入れてくれないのです。 

 それは、どこかに書いたこともあります

が、例えば、昨年ノーベル化学賞をもらわ
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れた田中耕一さんなどが質量分析の新し

いシステムをやって、ところが、あれは島

津製作所では１台しか売れなかったらし

いです。結局、あれを実際にマーケットに

持って行ったのはドイツの企業でありま

した。「田中耕一さんはノーベル賞をもら

ったけれども、ドイツ人は１人ももらえな

かった」とドイツが随分怒ったそうです。

まあ、そういうものです。新しいアイディ

アというものはまず世の中に受け入れら

れない。 

 ですから、それを受け入れさせるために

はよっぽどマーケットの開拓部門が頑張

らないといけない。これは企業もそうです

が、企業も１つだけではだめです。現在、

総合商社がかなりこういうところに関心

を持っています。そういう商社のネットワ

ークを使うとか、あるいは、ここにユーザ

ー、お客さんを巻き込んで一緒になって使

い勝手とか何か苦情を言ってください。そ

れにすぐ対応して、改良して、どんどんお

客さんに合わせて製品を仕上げていく。 

 それにはやはりお金が要りますから、国

ばかりではなくて、いろいろなファンドが

あって、そこへお金を出してやる。そうい

う仕組みをこれから立ち上げていけば、日

本の技術というのは絶対に負けていない

と思います。私はナノの分野ですが、この

間、実はカリフォルニアへ行ってスタンフ

ォード大学へ行ったのです。スタンフォー

ドモデルというのが、いま日本ではベンチ

ャーのモデルだということで、「スタンフ

ォード、スタンフォード」と言っています。

ところが、あのカリフォルニアのシリコン

バレーモデルというのは、ＩＴとかバイオ

ではうまく機能したと思います。そんなに

お金もかからないし、小さい人数でパッと

短期間に立ち上がるという。 

 ところが、ナノというのは、今日ずっと

お話ししてきたように非常に技術が深い

ですから時間がかかります。それは、簡単

に大学からこういうアイディアだとパッ

と企業に渡して、企業がすぐにそれを立ち

上げて製品をつくって売れるようになる

とは思えない。アメリカも、その辺は気が

つき始めています。どうも、ナノの領域で

はいままでのシリコンバレーモデルが適

用できないのではないか、スタンフォード

の先生もそう思い始めています。 

 そうすると、私が考えますのには、とに

かく、ナノの領域においてはアメリカも日

本も同じスタートラインに立っていると

いうことです。これからそういう、大学や

国研で出たアイディアをどうやって産業

化していくか、そういう新しいモデルをつ

くっていく。それには絶対に負けたくない。

負ける心配はしていませんが、絶対に勝て

るというふうに思っていますので、そうい

うモデルさえできればと思います。 

 最後に、本日は大変いい機会を与えてい

ただいて、こういう話ができたことを大変

うれしく思います。まあ、大企業の人など

もフロンティアの戦略検討委員会などに

来ていただいて意見を聞いていますが、も

うちょっといろいろな分野の方の忌憚な

いご意見を聞くことができれば大変うれ

しく思っています。 

 最後にちょっとつけ足しですが、現在、

ＴＬＯという言葉がありますが、これは機

能しないと思います。技術移転のリニアモ

デルというのがありますが、ここで基礎研

究、大学や公的機関でやって、ＴＬＯとい

うところでこれを切ってしまって、途中で

切って人が動かないのです。人が動かなく

て、ここでモノにしてしまうのです。ここ

でもって特許やノウハウとかをモノにし

て、書類にして書類を企業が買って金を払

ってくれる。これがリニアモデル（右上図） 
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で、これはもう役に立たないということが

かなり前から言われているのですが、やは

りどうしても、何か仕組みをつくるとリニ

アモデルになってしまう。これは、大変残

念です。 

 私がいま提案しているのは、こういうと

ころから並行型モデル（右下図）、つまり、

ここで基礎研究のプロジェクトが、例えば、

理研なら理研である。そこに企業が一緒に

なってきて、技術移転のプロジェクトを少

し時間をかけて、例えば３年とか、長くて

５年ぐらい。一緒になって走りながらやっ

ていくと問題点が出てまいります。ここで

出た技術がすぐ製品になるのではなくて、

問題点がフィードバックされて、この基礎

研究の人も一緒にここに入って、いろいろ

考えてデータをとったりする。そういうや

り取りをしながら、これが製品になってい

く。 

 そのときに、やはり技術移転の企画推進

をやる。これまでＴＬＯと呼んでいた部分

です。それが、いろいろな意味でのお手伝

いをする。こういう仕組みを、これから理

研で提案してつくっていこうという段階

です。 

 きょうお話し申し上げたかったことは

以上ですが、大体時間がまいりましたので、

ちょっと雑駁な話になりましたが、ご清聴

どうもありがとうございました。 

 

 

 この講演録は、平成 15 年 5 月 13 日に、

理化学研究所（和光本所）で開催された当

財団及び埼玉りそな産業協力財団主催の

技術懇親会での講演を収録・編集したもの

です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


